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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムの、受信手段と、複数の遠隔無線通信ユニットによって送信される無
線通信信号を適応的に受信する複数の分離されている指向性アンテナ要素を有しているア
ンテナ手段とを有した無線アクセスユニットによって受信される無線通信信号の干渉除去
方法であって、
　ａ）前記複数のアンテナ要素夫々によって受信される無線信号を取得する工程と、
　ａ１）前記工程ａ）において取得された無線信号をメモリに格納する工程と、
　ａ２）受信信号強度に従って、無線通信ユニットを整列させる工程と、
　ｂ）前記メモリに格納された前記無線信号の中で、最も受信信号強度の強い信号を送信
した第１無線通信ユニットの無線信号を最適に選択するための第１の重み付け因子を決定
する工程と、
　ｃ）前記第１無線通信ユニットの第１無線信号を備えるため、前記第１の重み付け因子
により前記メモリに格納された無線信号を重み付けする工程と、
　ｃ１）前記第１無線信号を復調し、第１復調信号を生成する工程と、
　ｄ）前記メモリに格納された前記無線信号の中で、２番目に受信信号強度の強い信号を
送信した第２無線通信ユニットの無線信号を最適に選択するための第２の重み付け因子を
決定する工程と、
　ｅ）前記第２無線通信ユニットの第２無線信号を備えるため、前記第２の重み付け因子
で前記メモリに格納された無線信号を重み付けする工程と、
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　ｆ）前記工程ｅ）において備えられた前記第２無線信号から、前記工程ｃ）において備
えられた第１の無線信号に前記第２の重み付け因子を適用して重み付けした前記第１無線
信号を減算して、修正された第２無線信号を備える工程と、
　ｆ１）前記修正された第２無線信号を復調し、第２復調信号を生成する工程と、
　ｇ）更に弱い受信信号強度の信号を送信した更なる無線通信ユニットに対して更なる重
み付け因子を決定し、前記更なる無線通信ユニットの更なる無線信号を備え、前記更なる
重み付け因子により重み付けされた以前に取得された修正された無線信号を前記更なる無
線信号から減算する度ごとに修正された更なる無線信号を備え、前記修正された更なる無
線信号を復調し、更なる復調信号を生成する工程と、
　ｇ１）停止基準を満たすまで、前記ｇ）を繰り返す工程を有することを特徴とする方法
。
【請求項２】
　前記重み付け因子は、前記複数の分離されている指向性アンテナ要素でアンテナパター
ンを形成することにより得られることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記重み付け因子は、各無線通信ユニットの無線信号を最適に選択し、それ以外の無線
通信ユニットに対応する無線信号を最適に抑圧するように選択されることを特徴とする請
求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１、第２、及び更なる復調信号は別のメモリに保存され、
　前記修正された無線信号を備えるために、前記復調信号は対応する無線信号へと再構成
されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記停止基準は、修正された無線信号が注目する無線通信ユニットに対応して一度備え
られたならば、前記工程ｇ）の停止を含むことを特徴とする請求項３又は４に記載の方法
。
【請求項６】
　前記停止基準は、前記工程ｇ）の連続的な繰返しの間に前記第１、第２、及び更なる無
線信号における前記干渉除去が設定値未満に降下するまで、前記第１、第２、及び更なる
無線通信ユニットに対する前記工程ｇ）の繰り返しを含むことを特徴とする請求項１乃至
４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　前記停止基準は、設定期間の間に、前記第１、第２、及び更なる無線通信ユニットに対
する前記工程ｇ）の繰り返しを含むことを特徴とする請求項１乃至４、及び６のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記工程ａ）において取得された前記無線信号はデジタル化され、
　前記工程ｂ）から工程ｄ）はデジタル信号処理手段によってデジタル領域で実行される
ことを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記復調及び再構成は、デジタル信号処理手段によってデジタル領域で実行されること
を特徴とする請求項４に記載の方法。
【請求項１０】
　無線通信システムの、受信手段と、複数の遠隔無線通信ユニットによって送信される無
線通信信号を適応的に受信する複数の分離されている指向性アンテナ要素を有しているア
ンテナ手段とを有した無線アクセスユニットによって受信される無線通信信号の干渉除去
を行う信号処理デバイスであって、
　前記複数のアンテナ要素夫々によって受信される無線信号を保存する第１のメモリと、
　受信信号強度に従って、無線通信ユニットを整列させる手段と、
　前記第１のメモリに保存された無線信号から受信信号強度が強い無線通信ユニットから
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弱い無線通信ユニットの順に無線信号を取り出すために、各無線通信ユニットの無線信号
を最適に選択するための各重み付け因子を決定する手段と、
　前記各無線通信ユニットの各無線信号を備えるために、前記各重み付け因子で前記保存
された無線信号を重み付けする手段と、
　前記各無線信号から、前記各重み付け因子により重み付けされた無線通信ユニットの以
前に決定された修正された無線信号を減算して、各修正された無線信号を備える手段と、
　前記各修正された無線信号を復調する手段とを有することを特徴とする信号処理デバイ
ス。
【請求項１１】
　前記各重み付け因子を決定する手段は、前記複数の分離されている指向性アンテナ要素
でアンテナパターンを形成するよう構成されることを特徴とする請求項１０に記載の信号
処理デバイス。
【請求項１２】
　前記各重み付け因子を決定する手段は、各無線通信ユニットの無線信号を最適に選択し
、それ以外の無線通信ユニットに対応する無線信号を最適に抑圧するように選択されるよ
う構成されることを特徴とする請求項１０又は１１に記載の信号処理デバイス。
【請求項１３】
　前記保存された無線信号の信号強度を測定する手段と、
　前記受信信号強度の降順に並べられた無線信号を処理する制御手段とをさらに有するこ
とを特徴とする請求項１０乃至１２のいずれか１項に記載の信号処理デバイス。
【請求項１４】
　前記復調された信号を保存する第２のメモリと、
　前記復調信号を再構成して、前記重み付けする手段による重み付けのために前記修正さ
れた無線信号を備える手段とをさらに有することを特徴とする請求項１０乃至１３のいず
れか１項に記載の信号処理デバイス。
【請求項１５】
　注目する無線通信ユニットに対応して修正された無線信号が一度与えられるか、或いは
　修正された各無線信号を備える連続的な繰り返しの間に、前記干渉除去が設定値未満に
降下するまでか、或いは
　設定期間が経過後に、
　信号処理を停止させることを含む停止基準に従って、前記信号処理を停止するよう構成
される手段をさらに有することを特徴とする請求項１０乃至１４のいずれか１項に記載の
信号処理デバイス。
【請求項１６】
　前記保存された無線信号をデジタル化するアナログ／デジタル変換器をさらに有し、
　前記信号処理の手段は、デジタル信号処理手段であることを特徴とする請求項１５に記
載の信号処理デバイス。
【請求項１７】
　前記復調手段及び再構成手段は、デジタル信号処理によってデジタル領域で実行される
ことを特徴とする請求項１４に記載の信号処理デバイス。
【請求項１８】
　複数の遠隔無線通信ユニットと少なくとも一つの無線アクセスユニットとを有する無線
通信システムで用いられる無線アクセスユニットであって、
　前記無線アクセスユニットは、
　請求項１乃至９のいずれか１項に記載の方法を実行するために請求項１０乃至１７のい
ずれか１項に記載のデバイスを有することを特徴とする無線アクセスユニット。
【請求項１９】
　複数の遠隔無線通信ユニットと請求項１８に記載の少なくとも一つの無線アクセスユニ
ットとを有することを特徴とする無線通信システム。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般的に無線通信システムに関し、都国、無線通信システムの無線アクセスユ
ニットまたは基地局での干渉除去をするための信号処理に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近数１０年間における無線技術とＶＬＳＩ（超大規模集積）技術の発展は消費者のア
プリケーションにおいて、無線通信の広い使用を助長してきた。携帯無線機器、移動無線
通信ユニットなどのような携帯デバイスは、受容可能なコスト、大きさ、電力消費で今や
生産することができる。
【０００３】
　消費者市場に対する無線電話通信は、７０、８０年代に改良され最適化されたアナログ
技術に基づいて、警察及び救急サービスから派生したセルラ電話システムと共に始まった
。これら初期のアナログ電話システムの例は、頭文字をとった略語で言えば、ＮＭＴやＴ
ＡＣＳにより示すことができる。
【０００４】
　典型的にセルラ通信システムは、複数の移動体または携帯無線ユニットと、複数の無線
アクセスユニットまたは基地局を含んでいる。各アクセスユニットは、通信セルと呼ばれ
、特定の無線アクセスユニットの運用範囲によって定義される地理的に限定された領域に
多くの無線通信チャネルを提供する。この無線アクセスユニットは、無線交換局（ＲＥ）
或いは移動体電話交換局（ＭＴＳＯ）と呼ばれる中央インタフェースユニットに接続され
る。ＲＥまたはＭＴＳＯは、移動無線ユーザとランドライン加入者との間の呼を完結する
ために公衆回線電話ネットワーク（ＰＳＴＮ）或いは統合サービスデジタルネットワーク
（ＩＳＤＮ）に接続される。移動体無線ユーザの呼は、そのユーザが無線通信システムの
カバレッジ領域において移動する間、一つのセルから他の一つのセルにハンドオーバされ
る。
【０００５】
　セルラ移動電話の使用は、略語でＧＳＭ、Ｄ－ＡＭＰＳ（ＵＳ－-ＴＤＭＡ或いはＩＳ
－１３６）、ＩＳ－９５、ＰＤＣとして知られたデジタル技術に基づいた移動電話システ
ムの導入で実質的に９０年代に始まった。ＥＤＧＥのようなＧＳＭの拡張（これはまたＤ
－ＡＭＰＳにも適用される）が導入されてデジタルエアインタフェースにおけるデータ速
度が改善された。
【０００６】
　一般的に、アナログシステムは第１世代を指し、一方、デジタルシステムは第２世代を
指している。最近、より広帯域の送信帯域の特徴を有し、略語でＵＭＴＳ、ＩＭＴ－２０
００、ＣＤＭＡ２０００と称されている第３世代セルラ通信システムが開発された。
【０００７】
　多様なシステムを展開する間に、システム容量を増加させるために膨大な作業が行われ
た。認可されたＲＦスペクトラムが使われるので、運用者がＭＨｚ帯域当たりより多いユ
ーザを収容すればするほど、その運用者は自分の貴重で希少な資源をより効率的に使うこ
とができ、自分の収入を増やすことができる。
【０００８】
　送信容量を増加させることとして知られている方法は、指向性アンテナを適用すること
である。初期無線通信システムはセクタ化技術を既に適用しており、その場合、通信セル
は６０°或いは１２０°のセグメントに分割され、各セグメントは、指向性アンテナのビ
ームによってカバーされる。原理的に、これはセル分離に関することであり、付加的な無
線アクセスサイトの建設がないという長所を有している。即ち、通信セルの一つの無指向
性アンテナは、等しいサイトに設置される６個または３個の指向性アンテナにより置換さ
れる。
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　更に先進的なシステムでは、移動ユーザに向けてアンテナのビームを調整することがで
きる適応型またはスマートアンテナを有する無線アクセスユニットを使用する。移動無線
ユーザが移動するので、移動通信ユーザに向けたビームポインティングを維持するように
追跡技術が応用される。所望のユーザに対してビームをポインティングするのに加えて、
干渉するユーザに向けてはヌル（null）が向けられて、信号はアンテナのダイヤグラムに
よって大きく抑圧されるようにできる。しかしながら、所望の信号と干渉信号との間の到
達角がより小さい時、最適のセッティングを見出すことができない。
【００１０】
　また、他のセルラ通信システムにおいて、より膨大な使用は適応型アンテナでなされて
いる。セルラ通話システムの容量は、空間分割多重接続（ＳＤＭＡ）を適用することで改
善する。ＳＤＭＡでは、通信チャネルは固定された地理的な領域によって形成される。す
なわち、信号はただその領域から到達する。
【００１１】
　先進的なセルラシステムでは、適応型アンテナが用いられ、そのアンテナパターンは動
的に更新されて、サービス領域をダイナミックに定義することができる。この場合、地理
的な領域は固定されず、基地局の位置に相対的な移動体ユーザの位置に依存する。
【００１２】
　容量を増加させるために適用される他のメカニズムは、結合(joint)復調を有する。所
望の信号を復調する間に干渉を復調し、これを考慮することで、復調は大きく改善する。
システムはより低い信号対雑音比（ＳＮＲ）で動作させることができるので、システム容
量は増加する。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　発明の要約
　本発明の目的は、無線通信システムの干渉除去を改善することにあり、結合復調が適応
型アンテナを使う無線アクセスユニットに適用される。
【００１４】
　本発明を第１の側面からみれば、無線通信システムの、無線アクセスユニットによって
受信される無線通信信号の干渉除去方法が備えられる。そのアンテナ手段は、複数の遠隔
無線通信ユニットによって送信される無線通信信号を適応的に受信する複数の分離されて
いる指向性アンテナ要素を有している。その方法は、
　ａ）前記複数のアンテナ要素夫々によって受信される無線信号を取得する工程と、
　ｂ）前記工程ａ）において取得された前記無線信号の中で、第１無線通信ユニットの無
線信号を最適に選択するための第１の重み付け因子を決定する工程と、
　ｃ）前記第１無線通信ユニットの第１無線信号を備えるため、前記第１の重み付け因子
により前記工程ａ）において取得された前記無線信号を重み付けする工程と、
　ｄ）前記工程ａ）において取得された前記無線信号の中で、第２無線通信ユニットの無
線信号を最適に選択するための第２の重み付け因子を決定する工程と、
　ｅ）前記第２無線通信ユニットの第２無線信号を備えるため、前記第２の重み付け因子
で前記工程ａ）において取得された無線信号を重み付けする工程と、
　ｆ）前記工程ｅ）において備えられた前記第２無線信号から、前記工程ｃ）において前
記第１の重み付け因子により重み付けされた前記第１無線信号を減算して、修正された第
２無線信号を備える工程と、
　ｇ）更なる無線通信ユニットに対して更なる重み付け因子を決定し、前記更なる通信ユ
ニットの更なる無線信号を備え、前記更なる重み付け因子により重み付けされた以前に取
得された修正された無線信号を前記更なる無線信号から減算する度ごとに修正された更な
る無線信号を備えることにより、停止基準を満たすまで、前記ｄ）工程から前記工程ｆ）
を繰り返す工程を有する。
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【００１５】
　本発明、全ての受信信号から干渉信号を連続的に除去することに基づくので、減算キャ
ンセレーションとも言われる。本発明によれば、複数のアンテナ要素によって受信された
無線信号の中で、第１無線通信ユニットに対応する第１無線信号は、第１無線通信ユニッ
トに関係した第１の重み付け因子を用いて決定される。
【００１６】
　次に、第２無線通信ユニットの無線信号は、第２無線通信ユニットと関係した第２の重
み付け因子を用いて与えられる。しかしながら、第１無線信号は知られているから、第２
無線信号に干渉信号として含まれている第１無線信号の一部分は、第２の重み付け因子で
第１無線信号に重み付けして、第２無線信号から重み付けされた結果を減算することで、
第２無線信号から除去され、その結果、修正された第２無線信号を得ることができる。
【００１７】
　全ての受信信号から第３無線信号を得るために第３の重み付け因子を用いて第３無線通
信ユニットに対して工程を繰り返すことで、第３無線信号に干渉信号として含まれている
第１及び第２無線信号の一部分は、第３の重み付け因子を用いて第１無線信号及び修正さ
れた第２無線信号に重み付けして、第３無線信号から重み付けされた結果を減算すること
により、修正された第３無線信号などを残すことができる。上述の工程は、停止基準が満
たす時まで繰り返される。
【００１８】
　本発明の他の実施例によれば、前記停止基準は、注目する無線通信ユニットに対応して
修正された無線信号が一度与えられれば、工程ｇ）を停止することを含む。
【００１９】
　しかしながら、十分な信号処理容量と処理時間との内、少なくともいずれかが利用可能
であれば、本発明のさらに他の実施例によれば、前記停止基準は、工程ｇ）の連続的な繰
り返しの間に、前記第１、第２、及び更なる無線信号の干渉除去が設定値の未満に降下す
るまで、前記第１、第２、及び更なる無線通信ユニットに対して、工程ｇ）の繰り返しを
行うことを含む。
【００２０】
　即ち、設定された信号品質基準或いは値によって決定された改善或いは大幅な改善が見
出されなくなるまで、第１の重み付け紳士によって適切に重み付けされた全ての他の無線
信号の干渉部分を減算して修正された第１無線信号を備えることを含む信号処理が数回、
反復される。適切な性能品質及び値は、当業者に知られており、処理される信号の特性に
依存するかもしれない。
【００２１】
　本発明のさらに他の実施例によれば、前記停止基準は、設定時間の間に工程ｇ）を繰り
返すことを含む。この方法は以前に開示された停止方法と組み合わせて用いることができ
、例えば、厳格な時間遅延基準が満たされなければならない音声信号を処理する間に有用
である。
【００２２】
　本発明の実施例によれば、前記重み付け因子は、前記複数の分離された指向性アンテナ
要素で概念的なアンテナパターンを形成することにより決定される。即ち、アンテナパタ
ーンが各無線通信ユニットにポインティングし、或いはその無線通信ユニットが位置した
地理的な領域をカバーしながら形成されるように重み付け因子は設定される。なお、アン
テナ構成を制御することにより、“機械的”または実際のビーム形成が、各無線通信ユニ
ットの無線信号を選択的に受信するために実行されることはない。
【００２３】
　本発明の実施例によれば、前記重み付け因子は、各無線通信ユニットの無線信号を最適
に選択し、その他の無線通信ユニットに対応する無線信号を最適に抑圧するように選択さ
れる。アンテナの観点からすると、メインビームが各無線通信ユニットに向けてポインテ
ィングし、他の無線通信ユニットの無線信号は出来る限り抑圧されるように（ヌル（null
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）操作）アンテナパターンは構成される。
【００２４】
　本発明の好適な実施例によれば、工程ａ）において取得された無線信号は、受信信号強
度に従って、一番強いものから一番弱いものの順に整列され、前記第１、第２、及び更な
る無線通信ユニットは、受信信号強度の降順に選択される。即ち、適用が可能だったら、
まず、１番目に強い無線信号が考慮され、その次に２番目に強い無線信号が、最後に、一
番弱い無線信号が考慮される。
【００２５】
　当業者であれば、一般に、最も強度の高い無線信号は全ての他の無線信号において最も
大きな干渉を与えることを認識するであろう。この干渉源をまず除去することにより、第
１の顕著な改善が達成される。さらに、もし適用可能であるなら、それ程顕著ではない改
善が次の反復工程において備えられる。
【００２６】
　本発明のさらに他の実施例によれば、前記第１、第２、及び更なる修正された無線信号
は夫々、第１、第２、及び更なる復調信号へと復調され、記憶手段に保存される。その修
正された無線信号を与えるために、その復調信号は対応する無線信号と再構成され、前記
修正された無線信号を与えるために、各重み付け因子によって重み付けされ、各無線信号
から減算される。この実施例の利点は、各修正された無線信号が保存される必要はなく、
ともかく通信のためには復調信号が用いられる。
【００２７】
　本発明に従う方法は、デジタル領域で都合良く実施することができる。その場合、工程
ａ）において取得された無線信号はデジタル化され、工程ｂ）から工程ｄ）はデジタル信
号処理手段によってデジタル領域で実行される。また、復調と再構成も、デジタル信号処
理手段によってデジタル領域で有利に実行される。
【００２８】
　本発明をさらに別の側面から見ると、無線通信システムの無線アクセスユニットによっ
て受信される無線通信信号の干渉除去を行う信号処理デバイスを備える。ここで、その無
線アクセスユニットは、受信手段とアンテナ手段とを有しており、そのアンテナ手段は、
複数の遠隔無線通信ユニットによって送信される無線通信信号を適応的に受信する複数の
分離されている指向性アンテナ要素を有している。そのデバイスは、
　前記複数のアンテナ要素夫々によって受信される無線信号を保存する手段と、
　前記保存された無線信号の中で、各無線通信ユニットの無線信号を最適に選択するため
の各重み付け因子を決定する手段と、
　前記各無線通信ユニットの各無線信号を備えるために、前記各重み付け因子で前記保存
された無線信号を重み付けする手段と、
　前記各無線信号から、前記各重み付け因子により重み付けされた無線通信ユニットの以
前に決定された修正された無線信号を減算して、各修正された無線信号を備える手段とを
有することを特徴とする。
【００２９】
　本発明の更なる実施例によれば、前記各重み付け因子を決定する手段は、前記複数の分
離されている指向性アンテナ要素で概念的なアンテナパターンを形成するように構成され
る。好ましくは、前記各重み付け因子を決定する手段は、各無線通信ユニットの無線信号
を最適に選択し、その他の無線通信ユニットに対応する無線信号を最適に抑圧するように
構成される。
【００３０】
　本発明の好適な実施例によれば、このデバイスは、前記保存された無線信号の信号強度
を測定する手段と、受信信号強度に従って、一番強いものから一番弱いものの順に前記保
存された無線信号を整列させる手段と、受信信号強度の降順に整列された無線信号を処理
する制御手段を有する。
【００３１】
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　本発明の別の実施例では、このデバイスは、各修正された無線信号を復調する手段と、
さらにこの復調信号を格納する手段と、その復調信号を再構成し、前記重み付けする手段
による重み付けのために修正された無線信号を備える手段とを有する。
【００３２】
　信号処理を停止させる停止基準に従って信号処理を停止するために構成される手段は、
　注目する無線通信ユニットに対応して修正された無線信号が一度与えられるか、或いは
　修正された各無線信号を備える連続的な繰り返しの間に、前記干渉除去が設定値未満に
降下するまでか、或いは
　設定期間が経過後に、
　信号処理を停止させるように構成されると良い。
【００３３】
　好ましくは、本発明の更に他の実施例によれば、前記信号処理デバイスは、前記保存さ
れた無線信号をデジタル化するためのアナログ／デジタル変換器を有し、その処理手段は
デジタル信号処理手段である。もし適用可能であれば、復調手段及び再構成手段は、デジ
タル信号処理手段によってデジタル領域で実現されると都合が良い。
【００３４】
　本発明を第３の側面から見ると、複数の遠隔無線通信ユニットと少なくとも一つの無線
アクセスユニットとを有する無線通信システムで用いられる無線アクセスユニットが備え
られる。その無線アクセスユニットは、上述の信号処理デバイスを有する。
【００３５】
　本発明を第４の側面から見ると、本発明は無線通信システムに関し、そのシステムは、
複数の遠隔無線通信ユニットと上述のような少なくとも一つの無線アクセスユニットとを
有する。
【００３６】
　本発明の上記のような特徴及び利点については添付図面を参照して下記で説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３７】
　図１は、複数のセル１２、１３、１４に対して無線カバレッジを提供する基地局または
無線アクセスユニットサイト１１（これはアンテナの形で記載されている）を有する典型
的な従来のセルラ移動通信システム１０を示す図である。無線カバレッジは、セル１２、
１３、１４夫々の斜線で示されている。システム１０は１２０゜セクタ化無線カバレッジ
システムの一つの例である。自分の無線通信ユニットを有してセル１２、１３、１４の内
の一つで移動している移動体ユーザまたは加入者１５、１６は、無線アクセスユニット１
１と無線接続する。
【００３８】
　図２に示されているように、さらに進んだ無線システムでは移動ユーザ２２に向けてア
ンテナビーム２１を調整することができる適応型またはスマートアンテナを利用する。ユ
ーザが移動するとき、移動ユーザ２２に向けてポインティングしているアンテナビーム２
１を維持するように追跡技術が適用される。所望のユーザに対するアンテナビーム２１を
ポインティングすることに加えて、ヌル（null）２３、２５が夫々、干渉しているユーザ
２４、２６に向けるよう調整可能なので、これら信号はアンテナ特性によって大きく抑圧
される。
【００３９】
　図３は適応アンテナ３０の基本構造を示している。アンテナ３０はＬ個の分離されてい
る指向性アンテナ要素３１k，ｋ＝１，２，……，Ｌからなっている。これらアンテナ要
素３１k，ｋ＝１，２，……，Ｌの出力はデジタル信号処理手段３２k，３３にフィードさ
れ、そこでは、複素重みｇkがアンテナ要素の無線信号ｕkに付けられている。複素重みパ
ラメータｇkの適切な選択によって、種々のアンテナパターンが設定され、そのパターン
により移動体ユーザの意図した無線通信ユニットからの信号を有利に扱い、干渉がある無
線通信ユニットからの信号を抑圧するようにできる。Ｌ個の要素を有するアンテナ３１は
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ただ（Ｌ－１）の自由度を有するに過ぎない。アンテナのビームとヌルの総数は（Ｌ－１
）に制限される。しかしながら、このような抑圧の結果は、このような干渉信号を完全に
除去するに至ることはないかもしれない。加えて、所望の信号と干渉信号との間の到達角
が小さい時、最適の設定を見出することはできない。
【００４０】
　本発明によれば、結合復調によって干渉はさらに抑圧される。本発明の好適な実施例に
従う連続的な干渉除去を説明するために、図４の構成を参照する。
【００４１】
　ユニット４０はデジタル領域で信号処理を実行するための多様な手段を有するデジタル
処理ユニットであり、それは、図５で開示されるように、無線通信システム５０の無線ア
クセスユニット５１内にまたは無線アクセスユニット５１と共に位置している。なお、受
信機、送信機、アンプ、フィルタ、ミキサ、アナログ／デジタル変換器などのようなＲＦ
領域での構成は具体的に示されていないが、当業者には認識されることができるように、
これらは当然に含まれているものである。
【００４２】
　例えば、図５に示されているように、４つのユーザがあるシナリオを仮定する。受信信
号強度の測定手段４３によって測定された受信信号強度に従って、一番強いものから一番
弱いものの順に、無線アクセスユニットによって受信された受信信号強度に従って無線通
信ユニット５２i、ｉ＝１，２，３，４は整列されて番号が付けられている。最も信号が
強いユーザ１は無線通信ユニット５２1を有し、２番目に信号が強いユーザ２は無線通信
ユニット５２2を有しているなどである。そして、最も弱い信号を送信するユーザ４は、
無線アクセスユニット５０で示されているように、無線通信ユニット５２4を有している
。１つの意図した移動体ユーザがある。例えば、それはユーザ３であり、無線通信ユニッ
ト５２3を有している。一方、ユーザ３と干渉しているユーザ１、２、４がある。測定手
段４３を分離する代りに、信号強度測定は制御手段４９に適用されるか或いはそこで実施
されても良い。
【００４３】
　まず、全てのアンテナ要素４１kの無線信号ｕk、ｋ＝１，２，……Ｌは信号記憶手段４
２に保存される。そして、アンテナ要素の無線信号ｕkは強いものから弱いものの順に、
復調手段４５によって連続的に復調される。次に、制御手段４９によって、最も信号の強
いユーザ１に対する重み付け因子ｇk(1)が計算され、制御手段４９によって信号重み付け
手段４４に与えられる。これら第１の重み付け因子ｇk(1)はユーザ１に向けたメインビー
ムを有し、他のユーザ２、３、４はできる限り抑圧される概念的なアンテナパターンを表
現する。そして、アンテナ要素の無線信号ｕkは、信号重み付け手段４４において第１の
重み付け因子ｇk(1)によって重み付けされ、その結果、第１無線通信ユニット５２1の第
１無線信号ｓ1となる。
【００４４】
　ユーザ１に対して、今のところ減算手段４６において減算控しなければならない信号は
なく、ユーザ１の第１無線信号ｓ1は復調手段４５によって復調される。ユーザ１に対す
る第１復調信号ｄ1はユニット４０の出力３９で与えられ、更なるメモリ手段４８を有す
る信号再構成手段４７に保存される。
【００４５】
　２番目に信号の強いユーザは、ユーザ２である。新しい第２の重み付け因子ｇk(2)は制
御ブロック４９によって決定され、信号重み付け手段４４に実装される。また、その重み
付け因子は信号再構成手段４７にフィードされる。これら第２の重み付け因子はユーザ２
に向けたメインビームを有し、他のユーザ１、３、４はできる限り抑圧される概念的なア
ンテナパターンを表現する。そして、アンテナ要素の無線信号ｕkは、信号重み付け手段
４４において、第２の重み付け因子ｇk(2)によって重み付けされ、その結果、第２無線通
信ユニット５２2の第２無線信号ｓ2となる。
【００４６】
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　しかしながら、信号再構成手段４７は、再構成された第１復調無線信号ｄ1、即ち、第
１無線信号ｓ1に第２の重み付け因子ｇk(2)を適用することにより、第２の重み付け因子
ｇk(2)を使って、第２無線信号に対するユーザ１の影響がどれほどであるかを決定するこ
とができる。なお、第１無線信号ｓ1は更なるメモリ手段４８から利用可能である。
【００４７】
　ユーザ１の影響は第２無線信号ｓ2から減算されて、その結果、減算手段４６の出力で
修正された第２無線信号ｓ'2となる。そして、“純粋となった”信号は復調手段４５によ
って復調され、その結果、復調信号ｄ2となってユニット４０の出力３９に供給される。
ユーザ１による干渉が除去されたので、ユーザ２の復調は今やより正確である。ユーザ２
からの復調信号ｄ2は、信号再構成手段４７の更なるメモリ手段４８に保存される。
【００４８】
　次に、所望のユーザ３が考慮される。第３の重み付け因子ｇk(3)が、ユーザ３に向けた
メインビームを有し、他のユーザ１、２、４はできる限り抑圧される概念的なアンテナパ
ターンを表現するように、適正な第３の重み付け因子が制御ブロック４９によって決定さ
れ、信号重み付け手段４４と信号再構成手段４７とにフィードされる。信号重み付け手段
４４において、アンテナ構成４１kの全ての信号はユーザ３を有利に扱うように重み付け
され、その結果、第３無線信号ｓ3が生成される。さて、ユーザ１と２の復調信号ｄ1とｄ

2は、第３の重み付け因子ｇk(3)を仮定して再構成される。除去されなければならない信
号は、ユーザ１、２の再構成信号が累積されたものである。この干渉信号は全ての信号か
ら除去され、その結果、修正された第３無線信号ｓ'3となり、復調手段４５によって復調
され、その結果、ユニット４０の出力で意図された復調ユーザ信号ｄ3となる。
【００４９】
　図６ａ、図６ｂ、及び図６ｃは、重み付け因子ｇk(1)、ｇk(2)、ｇk(3)に対する効率的
或いは概念的なアンテナパターン５３、５４、５５が夫々、どのように見えるのかを図式
的に示す図である。なお、図６ａ、図６ｂ、図６ｃにおけるパターンは物理的に実現され
るのではなく、デジタル処理ユニット４０における重み付け因子ｇk(i)の設定によるもの
である。
【００５０】
　意図されたユーザ３の信号が復調されたので、処理はここで停止することができる。し
かしながら、より正確な検出のために、その処理を続けることはできる。まず、（弱いが
）干渉がある最後のユーザ４の信号は新しい重み付け因子ｇk(4)を用いて、しかし他のこ
とに対しては上述と同じ信号処理で復調することができる。そして、連続的な処理を全て
再び始まることができる。再び、重み付け因子ｇk(1)が適用されるが、それは、復調処理
後より正確な結果が得られたら、更新されても良い。しかし今、復調手段４５によってユ
ーザ１の信号が復調される前に、（弱いが相変らず干渉がある）ユーザ２、３、４の影響
は除去され、ユーザ１の信号により良い推定信号を与えることができる。この処理はユー
ザ１、３、４などからの影響を除去しながらユーザ２に対して続けることができる。この
手順は、もはや知覚可能な改善が示されない時まで数回に反復することができる。
【００５１】
　上述のように本発明に従うＳＤＭＡに関する減算キャンセレーションの全体的な手順は
図７のフローチャート６０により図示されている。正常な処理フローは上から下へと進む
。ここで、Ｎ個のユーザを仮定する。
【００５２】
　まず、ブロック６１では、取得された無線信号が強いものから弱いものの順に並べられ
る。利用可能であれば、移動体無線通信の追跡に関する新しいアンテナデータがブロック
６２で得られる。最も信号が強いユーザ、即ち、ユーザｉ＝１に対して、ブロック６３で
は、初めに第１の重み付け因子ｇk(1)が取り出され、ブロック６４で得られたアンテナ信
号に適用され、その結果、第１無線信号ｓ1となる。この第１無線信号は直接復調されて
、ｄ1となり、これがブロック６７で保存される。これは初期的には修正のための利用可
能な信号がないからである。
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【００５３】
　次に、ブロック６９で、ｉ＝（ｉ＋１）ｍｏｄＮを計算し、その結果はｉ＝２となり、
ブロック６４における工程は、第２の重み付け因子ｇk(2)を用いてユーザ２に適用され、
その結果、第２無線信号ｓ2が生成される。さて、ブロック６５では、復調された第１無
線信号ｄ1が、第２無線信号ｓ2からの減算のために、再構成され、第２の重み付け因子に
より重み付けされる。この結果、第２ユーザ或いは第２無線通信ユニットに対する修正さ
れた第２無線信号ｓ'2となる。修正された第２無線信号ｓ'2はブロック６７で復調され、
復調された第２信号ｄ2が備えられ、これが保存される。
【００５４】
　ブロック６８では、“停止”に対する条件が満たす時まで、ｉ＝３，……，Ｎに対して
処理は続いて行われる。これらの条件とはとりわけ、
　所望のユーザ信号が一度復調されたとか、
　所望のユーザが十分な精度で検出されたとか、
　反復処理を継続させるための処理時間が切れたとか
である。
【００５５】
　これは全て、入力メモリ４２(図４を参照)に保存された信号に対して“オフライン”で
実行されるデジタル信号処理であることに気づかれたい。高速プロセッサを用いることで
、これは全て高速に実行できる。一度復調された処理信号の一部分は、シンボル、シンボ
ルのシーケンス、全フレーム、或いは無線信号の数多くのフレームである。
【００５６】
　上述の第１、第２、及び更なる修正された無線信号は復調手段４５によって復調される
が、この復調工程は本発明を適用するための信号処理ユニット４０で必ずしも実行される
必要はない。重み付けされた無線信号を保存する時、再構成手段は省略することができる
かもしれず、修正された信号ｓ'iは更なるメモリ手段４８に直接に保存される。
【００５７】
　当業者であれば、上記に開示されているような、再構成を行うデジタル信号処理手段、
重み付け因子を選択する復調及び制御手段をどのように構築したり、或いはプログラムす
るかに関しては理解している。従って、本発明の適切な理解のための、これ以上の詳細な
説明は必要はない。
【００５８】
　本発明は多くのタイプの無線通信システムに使用でき、上記開示された好適な実施例に
より限定されるものではない。上記に開示されたように、当業者であれは、本発明の精神
を逸脱することなく、本発明の工程や手段の一部を変更し、改善し、置換することができ
る。このような全ての変更、改善、近いは請求の範囲に含まれると解釈される。     
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】１２０゜セグメントをカバーする固定指向性アンテナを用いた従来のセクタ化シ
ステムを概略的かつ例示的に示す図である。
【図２】適応型アンテナを用いた従来のビーム調整方法を概略的かつ例示的にに示す図で
ある。
【図３】アンテナ重み付けを用いた適応型アンテナの従来技術を概略的かつ例示的に示す
図である。
【図４】本発明に従う信号処理デバイスの実施例を概略的かつ例示的に示す図である。
【図５】本発明に従って構成された、１つの無線アクセスユニット或いは基地局、及び４
つの無線通信ユニット或いは移動体ユーザを有した無線通信システムの例を概略的かつ例
示的に示す図である。
【図６ａ】、
【図６ｂ】、
【図６ｃ】図５のシステムにおける各無線通信ユニットに対して選択された重み付け因子
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に対応するアンテナパターンを概略的かつ例示的に示す図である。
【図７】本発明に従う干渉除去方法の好適な実施例のフローチャートである。
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